
書式第12号 (法第28条関係 )

平成 30年度 (19期 )事

(平成 30年 4月 1日 から平成 31年 3月 31日 まで)

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ

1事業の成果

一般総合相談分野の先駆けである当法人は、顧客満足を第一義として、相談内容の充

実と経営基盤の安定のための活動を強力に推進し、設立20周 年を迎えるまでに成長致し

ました。

当期の事業成果を総括いたしますと、相談業務においては、8月 から毎週金曜 日に相

続・遺言相談枠の新設の効果もあり、相談件数 2,208件と前期比 320件の大幅増加となり

ました。事業推進業務においては、大手上場企業を含め8社の新規契約を獲得し、2社の

解約は残念でしたが契約先は前期比 6社増の 51社となりました。また、研究・研修業務に
つきましても、年末の忘年研修会をはじめ民法改正等時宜を得た研修会を開催する等参

加者も大幅に増加し、また各部会内の研修も積極的に行われました。次に、会員の状況

は、入会者 6名 、退会者 6名で期末現在 107名 の在籍となりました。

最後に、前期に引き続き社会貢献事業の一環として、公益財団法人日本野鳥の会に対

し「東京電力福島原子力発電所事故に係わる野鳥生態調査事業」に賛同し、同会に 10万

円を寄付致しました。

2事業の実施に関する事項

特定非営利活動に係る事業
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生
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事業名 内  容 実施 日時 実施場所
従事者
の

延人数

受益対象
者の範囲と
延人数

支出額
(千円)

一般総合相談

事業

○総合相 談及

び 土曜 特 別

相談

(7相談分野)

()クイックレスホ
・ンス

本目局炎

○平日の

10～ 16時

第 2・4土曜

10～13時

○稼働 日の

緊急相談

SOS本部

SOS本部

1200:名

130名

一般 人及 び

契約 法人勤

務者

1200,名

一般人及び

契約法人勤

務者

130名

20,152

研修事業
○講演会

(1テーマ)

○セミナー

(2テーマ)

02月

07・ 11月

SOS本部

SOS本部

顧客先

契約 法人勤

務者 150名

自法人

40名

1,200

500
相談員の

スキルアップ
○ 自主研修

(6テーマ)

05。 7・ 9・ 10

12・ 3月 SOS本部

25名 自法人

140名

10名



13 28条

工広⊇生産_』聾垣鵬整
平成30年4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ
円 )

科   目
I 収

1.受取会費
受取入会金
正会員受取会費

2.事業収益
相談事業収益
研修事業収益

3.そ の他収益
事務代行収入
受取利息等

計

Ⅱ 用

1麻
沐費

当
EEtti利費

人件費計
(2)その他経費

業務推進費
家賃
水道光熱費
旅費交通費
研修費
事業推進費
会議費
研究図書費
消耗品費
事務用品費
減価償却費
通信費
支払手数料
寄付金
交際費
清掃費
その他

その他経費計
事業費計

2.管理費
(1)人件費

役員報酬
給料手当
賞与
法定福利費

人件費計
(2)その他経費

家賃
水道光熱費
会議費
研究図書費
消耗品費
事務用品費
旅費交通費
減価償却費
通信費―
支払手数料
寄附金
清掃費
交際費
租税公課
その他

その他経費計
管理費計

経常費用計
当期

120,000
1,100,000 1,220,000

34,803,768

1 560 732

21,852,493

14,193,333

7 584 500

34,602,354

201.414

1,560,000

732

3,707,250

960,750
781,209

5,449,209

3,408,669

2,837,029

187,046
4,104,086

908,178
770,904

1,706,569

57,495

643,787
284,800
217,379
383,271

148,339

50,000

217,773
201,095
276.864

16,403,284

2,400,000

3,707,250

960,750
781.210

7,849,210

2,662,967

187,046
840,720
27,390

643,787
284,800
277,266
217,380
383,271

148,340

50,000

201,095
9,823

31,500

378,738
6,344.123

1,538,674
Ⅲ.経常外収益

経常外収益計
Ⅳ.経常外費用

経常外費用計

0

0

常:[]][1髯 0

0
税引前当期正味財産増減額 1.538.674

法人税、住民税及び事業税 300.026
当期正味財産増減額 1.238.648

前期繰越正味財産
次期繰越正味財産

6,532,771

7.771.419



15号 法第28条関係

平成30年度 貸借対照表
平成31年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ

(単位 :円 )

科   目 金  額
I.資産の部

1.流動資産
現預金
未収入金
前払費用

流動資産合計

2.固定資産
(1)有形固定資産

建物付帯設備
有形固定資産計

(2)無形固定資産
電話加入権

無形固定資産計
(3)投資その他資産

敷金
投資その他資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ.負債の部

1.流動負債
前受消費税
未払法人税等
未払消費税
未払費用
預り金
前受金

流動負債計
2.固定負債

固定負債計

負 債 合 計

Ⅲ.正味財産の部

前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

13,781,214
112,000
88,887

13,982,101

5 705 374

11,916,056

0

19 687 475

11 916 056

7 771 419

2,834,117

2,834,117

121,256
121,256

2,750,001

2,750,001

757,131
303,838

1,153,500

58,973
178,467

9 464 147

0

6,532,771

1,238,648

19,687.475



16 28

平成30年度 計算書類の注記
特定非営禾|1活動法 人 SOS総合相談グループ

1重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)固 定資産の減価償却の方法
①建物付帯設備
・パーティション、電気設備および空調設備については、定率償却 (耐用午数15年 :13.3%)

2固定資産の増減内訳

3その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

・事業費と管理費の按分方法
管理部門要員の稼働実績(実働時間概算 :事業&管理各業務への関与度合い)に基づき、管理部門要員の事業
部門業務への関与割合(%)を算定。その関与割合(50%)により、役員報酬を除く管理部門費を費目ごとに事業
部門に接分している。

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

5,850,001

121,256

2,750,001

5,850,001

121,256

2,750,001

3,015,884

0

0

2,834,117

121,256

2,750.001

有形固定資産
建物付帯設備

無形固定資産
電話加入権

投資その他の資産
敷金

合計 8,721,258 8,721,258 3,015,884 5,705,374



書式第17号(法第28条 関係 )

平成 30年度 財産目録

平成31年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ

円

科   目 金  額

0

6,623,799

7,157,415

112,000

88,887

2,834,117

121,256

2,750,001

13,982,101

5,705,374

19,687,475

757,131

303,838

1,153,500

58,973

102,054

76,413

9,464,147

11,916,056

11,916,056

7,771,419

I.資産の部

1.流動資産

手元現預金

現金

三井住友銀行普通預金

三菱U町銀行普通預金

未収入金

契約法人相談料 (平成31年 3月 分)

前払費用

社会保険料 (平成30年度概算)

流 動 資 産 合 計

2.固定資産

(1)有形固定資産

建物付帯設備

有形固定資産計

(2)無形固定資産

電話加入権

無形固定資産計

(3)投資その他資産

敷金

投資その他資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ.負債の部

1.流動負債

前受消費税

平成30年度前受消費税

未払法人税等

法人税住民税等

未払消費税

平成30年度納税額

未払費用

社会保険料法人負担分

預り金

所得税

社会保険料

前受金 (契約相談料前受金 )

流 動 負 債 合 計

2.固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成30年度 年間役員名簿

平成 30年 4月 1日 から平成 31年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 SOS総 合相談グループ

役  名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事長
モト′ヽシ  カツフリ

本橋 克典
30`午:4月 1日

～ 31年3月 31日

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

理事
イシグ

石 田

イズミ

泉

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
ツノダ  エイジ

角田 榮二

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
ホンゴウ  アキラ

本郷  亮

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
ホンドウ  タカコ

本藤 喬子

30`午:4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
サイトウ  マ ユミ

齋藤 員弓

30年4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

～ 年 月

理 事
アオキ  ヨウジ

青木 洋

30`午4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
ヤ ジ  ヒロシ

谷治 博史

30`午4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
マツシタ  アキオ

松下 明夫

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
オオヤマ  ミツ オ

大山 光男

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
鈴木 由美子

30年4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事
タカ ギ  ヨシコ

高木 佳子

30年4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

年 月 日



理 事
キッカワ  トモヒロ

|

|

|

|

吉川 知宏

30年 4月 1日

～ 31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事

|

|

ヤマ ト ヨウイチロウ

大和 陽―郎

30年 4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
ツプキ  カズ′ヽル

津吹 一晴

30年4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

|

|

|

アオキ  オサム

青木  脩

30`午4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

|

|

キタザフ  ク ミ

北沢 久美子

30年 4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事
アラオ  ヒロシ

荒尾 博

30年4月 1日

～31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
カワサキ  タツヤ

川崎 達也

30年4月 1日

～31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

|

サ トウ  ヨシ エ

佐藤 慶江

30年 4月 1日

～30年 12月 31日

年 月 日

年 月 日

監事

|

|

|

ミヤタ  キヨコ

官田 浮子

30`午4月 1日

～ 31年3月 31日 年 月 日

年 月 日

監事

|

|

|

カサ′ヽラ  ケン ジ

笠原 健治

30年 4月 1日

～ 31年3月 31日

年 月 日

年 月 日



書式第 19号 (法第28条関係)

社員のうち 10人以上の者の名簿
平成 31年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 SOS総 合相談グループ

氏   名 住 所 又 は 居 所

江端 鈴美

０
∠ 小林 慶子

う
０

佐藤 廣

4 清水 和友

´
Э 多田 純

´
０ 香取 昂宏

７

・ 松山 朋子

０
０ 菅原 和夫

Ｏ
υ 大澤 雅勝

10 勝田 基

11 尚樹 孝雄

12




